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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第１四半期
連結累計期間

第55期
第１四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,846,702 3,208,290 14,817,626

経常利益 （千円） 3,522 97,054 520,658

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △134,809 66,723 208,152

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △142,920 78,621 239,182

純資産額 （千円） 3,520,565 3,931,931 3,902,668

総資産額 （千円） 12,663,823 12,557,231 13,253,842

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △13.70 6.78 21.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 27.8 31.3 29.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第54期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第55期第１四半期連結累計期間及

び第54期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益の向上や雇用情勢の改善など緩やかな回復基調に

あるものの、世界的な地政学的リスクの高まりや米国経済の動向による日本経済への影響が見通せず、国内景気の

先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、国土強靭化計画を根底とした防災・減災対策の充実及び戦略

的なインフラ老朽化対策の計画的な推進を骨子として、公共事業投資予算は前年並みに決定されております。その

なか、東日本大震災による被災地では復旧・復興工事が加速しており、激甚災害に指定された平成28年熊本地震に

より被災した熊本県においては、災害復旧工事を主体とする多額の補正予算が決定され、人手不足などにより遅延

傾向にある復旧工事も徐々に動き始めております。

　このような経営環境の下、当社グループにおきましては、公共事業投資の需要が期待される地域への重点的な営

業活動の推進や、技術者不足・工期短縮に対応できるコンクリート構造物のプレキャスト化の推進などを骨子とし

た５ヶ年に亘る「新中期経営計画」に基づき、販売力の強化とシェアの拡大に努めております。また、東日本大震

災や平成28年熊本地震による被災地の復旧・復興への動向にも注視し、東北地区及び故郷熊本の復興に向けて、コ

ンクリート二次製品の供給責任を果たすべく当社グループの総力を結集させ全力にて取り組んでおります。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は32億８百万円（前年同四半期比12.7％

増）となり、営業利益は９千６百万円（前年同四半期は２百万円の損失）、経常利益は９千７百万円（前年同四半

期の経常利益は３百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は６千６百万円（前年同四半期は１億３千４百万

円の損失）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業

　当第１四半期連結累計期間における土木業界につきましては、各地方自治体における公共事業投資予算の対前年

比に格差はあるものの、国の公共事業投資予算は前年並みに決定されております。また、平成28年熊本地震により

被災した熊本県では、人手不足などによる工事入札の不調・不落は依然散見される状況にはありますが、落札され

た災害復旧工事につきましては本格的な取り組みへと向かいつつあります。

　このような状況の中、九州地区におきましては、本格的な稼働へと向かう平成28年熊本地震の復旧・復興工事へ

の対応に注力するとともに、工事発注状況に即した営業活動にも努めており、また、東北地区におきましては、完

成を急ぐ復興道路工事や護岸工事向けのコンクリート二次製品の需要が伸長するなど業績は堅調に推移しておりま

す。

　この結果、売上高は23億５千６百万円（前年同四半期比14.0％増）、営業利益は１億６千２百万円（前年同四半

期比395.9％増）となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期（第３四半

期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四

半期連結会計期間の売上高は、他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。
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②建築用セメント製品事業

　当第１四半期連結累計期間における建築業界につきましては、国内景気の緩やかな回復基調や住宅取得に伴う政

府の優遇制度の実施により、住宅着工やマンション販売は堅調に推移し、技術者不足や工期短縮に対応できるコン

クリート構造物のプレキャスト化の利点を有する建築用コンクリート二次製品の需要も継続的に伸長しておりま

す。

　このような状況の中、マンションやＵＲ都市機構の賃貸住宅を中心とした営業活動や、2020年に開催が予定され

ている東京オリンピックの関連施設に向けた営業活動により受注状況は堅調に推移しております。

　この結果、売上高は６億３千５百万円（前年同四半期比11.7％減）、営業利益は８千９百万円（前年同四半期比

32.9％減）となりました。

　なお、建築用セメント製品事業の業績は前年同四半期に比べて減少しておりますが、これは今年度が製品出荷等

の端境期となっていることによるものであり予想には織り込み済みであります。

③その他の事業

　不動産関連事業におきましては、「総合住宅展示場　光の森とーくらんど」と「総合住宅展示場　ＫＡＢ住まい

るパーク」の２棟のモデルハウスを集客拠点とし、幅広い顧客層に対する自社ブランド「さらりの家」の受注活動

に注力しております。また、平成28年熊本地震の影響による個人住宅に関する修復や建替えなどの問い合わせに対

しては、個々の条件やご要望に沿った対応に努めております。

　この結果、売上高は２億１千６百万円（前年同四半期比257.9％増）、営業損益は５百万円の損失（前年同四半

期は２千６百万円の損失）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は１千２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化は

みられず、また、経営戦略の現状と見通しについても重要な変更はありません。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ６億９千６百万円減少の125億５千７百万円となりました。こ

れは主に、受取手形及び売掛金が３億９千１百万円、現金及び預金が３億４千５百万円減少したことによるもので

あります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ７億２千５百万円減少の86億２千５百万円となりました。これは

主に、支払手形及び買掛金が４億４千１百万円、未払法人税等が１億３千３百万円、長期借入金が１億２千８百万

円減少したことによるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ２千９百万円増加の39億３千１百万円となりました。これは主

に、親会社株主に帰属する四半期純利益が６千６百万円となったことによるものであります。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの今後の方針等について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,200,000

計 37,200,000

（注）平成29年６月28日開催の第54回定時株主総会において、当社普通株式について10株を１株の割合で併合する旨、及

び株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数を37,200,000株から4,600,000株に変

更する旨の定款変更が承認可決されました。

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,580,000 11,580,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 11,580,000 11,580,000 － －

（注）平成29年６月28日開催の第54回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単

元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、10,422,000株減少し、1,158,000株となります。

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 11,580,000 － 1,752,040 － 142,286

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,741,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,834,000 9,834 －

単元未満株式 普通株式　　　5,000 － －

発行済株式総数 11,580,000 － －

総株主の議決権 － 9,834 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本市中央区水前寺３丁
目９番５号

1,741,000 － 1,741,000 15.03

計 － 1,741,000 － 1,741,000 15.03

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 601,510 256,433

受取手形及び売掛金 3,430,541 3,038,894

商品及び製品 1,796,474 1,801,586

未成工事支出金 68,282 96,372

原材料及び貯蔵品 222,748 258,873

その他 306,023 300,982

貸倒引当金 △4,242 △3,377

流動資産合計 6,421,339 5,749,765

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,184,031 1,167,125

土地 3,655,828 3,648,337

その他（純額） 1,113,729 1,136,882

有形固定資産合計 5,953,589 5,952,345

無形固定資産 145,909 144,177

投資その他の資産   

その他 1,089,144 1,066,445

貸倒引当金 △356,139 △355,501

投資その他の資産合計 733,004 710,943

固定資産合計 6,832,503 6,807,465

資産合計 13,253,842 12,557,231

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,737,270 3,295,733

短期借入金 2,613,752 2,613,752

未払法人税等 161,696 28,407

賞与引当金 101,623 179,095

受注損失引当金 － 2,855

その他 661,788 573,022

流動負債合計 7,276,130 6,692,865

固定負債   

長期借入金 1,405,210 1,276,772

役員退職慰労引当金 143,908 150,470

退職給付に係る負債 441,377 434,170

その他 84,548 71,021

固定負債合計 2,075,044 1,932,434

負債合計 9,351,174 8,625,300

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマックス(E01212)

四半期報告書

 8/17



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 708,558 708,558

利益剰余金 1,718,589 1,736,118

自己株式 △260,827 △260,991

株主資本合計 3,918,361 3,935,725

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 55,600 62,959

退職給付に係る調整累計額 △71,293 △66,754

その他の包括利益累計額合計 △15,693 △3,794

純資産合計 3,902,668 3,931,931

負債純資産合計 13,253,842 12,557,231
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,846,702 3,208,290

売上原価 2,246,842 2,472,681

売上総利益 599,859 735,608

販売費及び一般管理費 602,124 639,351

営業利益又は営業損失（△） △2,264 96,257

営業外収益   

受取利息 68 65

受取配当金 3,731 3,126

受取賃貸料 8,696 6,162

貸倒引当金戻入額 3,284 1,503

受取保険金 7,318 －

その他 7,201 3,474

営業外収益合計 30,301 14,332

営業外費用   

支払利息 16,661 10,115

手形売却損 3,173 675

その他 4,677 2,744

営業外費用合計 24,513 13,535

経常利益 3,522 97,054

特別利益   

投資有価証券売却益 6,225 －

特別利益合計 6,225 －

特別損失   

災害による損失 163,086 －

特別損失合計 163,086 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△153,338 97,054

法人税、住民税及び事業税 8,061 18,108

法人税等調整額 △26,590 12,222

法人税等合計 △18,529 30,331

四半期純利益又は四半期純損失（△） △134,809 66,723

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△134,809 66,723

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマックス(E01212)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △134,809 66,723

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12,792 7,359

退職給付に係る調整額 4,681 4,539

その他の包括利益合計 △8,111 11,898

四半期包括利益 △142,920 78,621

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △142,920 78,621
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動資産（その他）として繰り延べております。

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更等）

　当社は、平成29年６月28日開催の第54回定時株主総会において、平成29年10月１日を効力発生日とする株式

併合（10株を１株に併合）、単元株式数の変更（1,000株を100株に変更）及び発行可能株式総数の変更

（37,200,000株を4,600,000株に変更）について承認可決されました。これにより、当社の発行済株式総数は

11,580,000株から1,158,000株となる見込みであります。

 

１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前第１四半期連結累計期間及び当

第１四半期連結累計期間における１株当たり情報は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

△137.02円 67.82円

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形割引高 1,281,758千円 711,907千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

（売上高の季節的変動）

前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　当社グループでは、事業の性質上、主として下半期（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間の売上高は、他の四

半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 91,240千円 85,870千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 59,033 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 49,194 5.0 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

2,067,080 719,079 2,786,160 60,542 2,846,702 － 2,846,702

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

4 807 811 － 811 △811 －

計 2,067,085 719,886 2,786,971 60,542 2,847,513 △811 2,846,702

セグメント利益
又は損失（△）

32,755 133,580 166,336 △26,086 140,249 △142,514 △2,264

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産関連事業及び

サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△142,514千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

2,356,546 635,068 2,991,614 216,675 3,208,290 － 3,208,290

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 1,309 1,309 － 1,309 △1,309 －

計 2,356,546 636,377 2,992,924 216,675 3,209,599 △1,309 3,208,290

セグメント利益
又は損失（△）

162,421 89,606 252,028 △5,240 246,788 △150,530 96,257

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産関連事業及び

サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△150,530千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額（△）
△13円70銭 6円78銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）

△134,809 66,723

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失金額（△）（千円）

△134,809 66,723

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,838 9,838

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成２９年８月８日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　徹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡部　麻子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤ

マックスの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年４

月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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